
2023/05/25 13:34:41 / 22949408_木村工機株式会社_招集通知

表紙

「株主資本等変動計算書」及び「個別注記表」につきましては、法令及び当
社定款第16条の規定に基づき、書面交付請求をいただいた株主様に対して交
付する書面（電子提供措置事項記載書面）への記載を省略しております。

第76回定時株主総会の招集に際しての
電子提供措置事項

株主資本等変動計算書
個別注記表

（2022年４月１日から2023年３月31日まで）

木村工機株式会社
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株主資本等変動計算書

（ 2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで ）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 その他
資本剰余金 資本剰余金合計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計別　途

積立金
繰越利益
剰　余　金

当 期 首 残 高 744,896 637,896 59,754 697,650 117,500 2,650,000 3,046,796 5,814,296

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △92,609 △92,609

自 己 株 式 の 取 得

当 期 純 利 益 1,037,141 1,037,141

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － － 944,531 944,531

当 期 末 残 高 744,896 637,896 59,754 697,650 117,500 2,650,000 3,991,328 6,758,828

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

自 己 株 式 株 主 資 本 合 計 そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 △292,226 6,964,617 8,777 8,777 6,973,395

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △92,609 △92,609

自 己 株 式 の 取 得 △166,071 △166,071 △166,071

当 期 純 利 益 1,037,141 1,037,141

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 2,732 2,732 2,732

当 期 変 動 額 合 計 △166,071 778,460 2,732 2,732 781,193

当 期 末 残 高 △458,297 7,743,078 11,510 11,510 7,754,588

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

　　（注）金額は表示単位未満を切り捨てて記載しております。
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個別注記表

個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しており
ます。
市場価格のない株式等
　移動平均法による原価法を採用しております。

⑵ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
　評価基準は原材料は移動平均法による原価法等(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定)、製品及び仕掛品は個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法
により算定)を採用しております。

⑶ 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

⑷ 引当金の計上基準
　　　貸倒引当金…………………売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込
額を計上しております。

　　　賞与引当金…………………従業員の賞与の支給に備えて、賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上してお
ります。

　　　役員賞与引当金……………役員賞与の支給に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計上しており
ます。

　　製品保証引当金……………販売済製品に係る一定期間の無償補修費の支出に備えるため、過去の実績率に基
づき計上しております。

　　退職給付引当金……………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に
基づき計上しております。
①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に
帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用については、その発生時に全額費用処理しております。
　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それ
ぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

　　役員退職慰労引当金………役員の退職慰労金の支給に備えて、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を
計上しております。

⑸ 重要な収益及び費用の計上基準
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を適用しており、約束した財

又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収
益を認識しております。履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点については、「収益認識に関する注
記」に記載のとおりであります。
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個別注記表

⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 3,485,130千円

建　　　物 1,793,308千円
土　　　地 2,815,822千円

計 4,609,130千円

短期借入金 1,185,000千円
一年内返済予定の長期借入金 148,066千円
長期借入金 2,448,350千円
　　　計 3,781,416千円

当事業年度
期首株式数(株)

当事業年度
増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度
期末株式数(株)

発行済株式
普通株式 3,849,000 － － 3,849,000

自己株式
普通株式 144,625 117,000 － 261,625

（決議） 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円） 基準日 効力発生日

2022年６月24日
定時株主総会 普通株式 92,609 25 2022年３月31日 2022年６月27日

2. 会計上の見積りに関する注記
　棚卸資産の評価

⑴ 当事業年度の計算書類に計上した金額
　棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額　     76,146千円
　製品　　　　　　　　　　　　　　　　　　　607,489千円
　仕掛品　　　　　　　　　　　　　　　　　　670,776千円
　原材料及び貯蔵品　　　　　　　　　　　　　764,510千円

⑵ 計算書類利用者の理解に資するその他の情報
①算出方法
　棚卸資産は、取得原価で測定しておりますが、期末における正味売却価額が取得原価より下落している場合に
は、当該正味売却価額で測定し、取得原価との差額は売上原価に含めております。
　正味売却価額は、主として売却予定額から見積追加製造原価及び見積販売費を控除して算出しております。
　また、営業循環過程から外れて滞留しているものについては、収益性の低下の事実を反映するように、過去の回
転期間等を考慮して算定した評価損率に応じて帳簿価額を引き下げる方法により算出しております。
②主要な仮定
　主要な仮定は、売却予定額、見積追加製造原価、見積販売費、評価損率であります。
③翌事業年度の計算書類に与える影響
　正味売却価額の見積りは不確実性を伴うため、正味売却価額が想定よりも下回った場合には損失が発生する可能
性があります。
　また、棚卸資産が営業循環過程から外れた場合に帳簿価額を引き下げるために使用する評価損率は、将来の需要
や顧客における製品の使用状況等、外部環境の影響を受けます。そのため、当該評価損率の見積りには不確実性を
伴い、想定と乖離する場合には、損失が発生する可能性があります。

3. 貸借対照表に関する注記

⑵ 担保に供している資産及びこれに対する債務

　　　上記に対する債務

4. 株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株数に関する事項

（注）自己株式の数の増加は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得117,000株による増加分でありま
す。

⑵ 剰余金の配当に関する事項

－ 3 －
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個別注記表

（決議予定） 株式の種類 配当金の総額
（千円） 配当の原資

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2023年６月23日
定時株主総会 普通株式 143,495 利益剰余金 40 2023年３月31日 2023年６月26日

貸借対照表計上額 時価 差額

①投資有価証券 37,306 37,306 －

資産計 37,306 37,306 －

②長期借入金（１年以内返済予定含む） 2,596,416 2,580,915 △15,500

負債計 2,596,416 2,580,915 △15,500

区分 当事業年度（千円）
非上場株式 1,000

⑶ 当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

5. 金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項
①金融商品に対する取組方針

主に、空調機器の製造販売事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達して
おります。また、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、短期的な運転資金を銀行借入により調達してお
ります。デリバティブ取引は行わない方針であります。
②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形、売掛金及び電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関
しては、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングすること等により、リスク低減を図っております。投資有価
証券は主として株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、上場株式については四半期ごとに時価
を把握するなどの方法により管理しております。

営業債務である買掛金及び電子記録債務は、１年以内の支払期日であります。借入金は、主に運転資金及び設備
投資に必要な資金の調達を目的としたものであります。

営業債務や借入金等は、その決済時において流動性リスクに晒されておりますが、当社では月次に資金繰計画を
作成するなどの方法により管理しております。

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
2023年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

　（注１）「現金及び預金」「受取手形」「電子記録債権」「売掛金」「電子記録債務」「買掛金」「短期借入金」
については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略してお
ります。

（注２）市場価格のない株式等は、「①投資有価証券」には含めておりません。当該金融商品の貸借対照表計上額
は以下のとおりであります。

－ 4 －
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個別注記表

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

現金及び預金 1,338,085 － － －

受取手形 435,453 － － －

電子記録債権 2,241,875 － － －

売掛金 2,605,611 － － －

合計 6,621,026 － － －

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

短期借入金 1,805,000 － － － － －
長期借入金
(１年以内返
済予定含む)

148,066 129,700 229,700 129,700 129,700 1,829,550

合計 1,953,066 129,700 229,700 129,700 129,700 1,829,550

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券 37,306 － － 37,306

資産計 37,306 － － 37,306

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
長期借入金
（１年以内返済予定含む） － 2,580,915 － 2,580,915

負債計 － 2,580,915 － 2,580,915

（注３）金銭債権の決算日後の償還予定額
（単位：千円）

（注４）長期借入金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額
（単位：千円）

⑶　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分
類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算

定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係

るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属
するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①時価で貸借対照表に計上している金融商品
（単位：千円）

②時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：千円）
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個別注記表

当事業年度

（2022年４月１日から

2023年３月31日まで）

製品の種類別、品目別

空調システム機器の売上高

冷温水式ＡＨＵ 1,861,537千円

冷温水式ＦＣＵ 895,854

空冷ＨＰ式空調機＆外調機 5,898,523

冷温水式＆空冷ＨＰ式工場用ゾーン空調機 947,907

その他 2,099,419

顧客との契約から生じる収益 11,703,242

その他の収益 －

外部顧客への売上高 11,703,242

収益認識の時期

一時点で移転される財又はサービス 11,703,242

顧客との契約から生じる収益 11,703,242

その他の収益 －

外部顧客への売上高 11,703,242

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
　投資有価証券は全て上場株式であり相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で
取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。
長期借入金（１年以内返済予定含む）
　長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基
に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

6. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、賞与引当金、棚卸資産評価損などであり、繰延税金負債

の発生の主な原因は資産除去債務であります。

7. 収益認識に関する注記
⑴ 顧客との契約から生じる収益の分解情報

当社は、空調システム機器の開発・製造・販売の単一セグメントであり、その分類は以下のとおりでありま
す。

⑵ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　空調システム機器に係る収益は、当社が製造する空調システム機器の販売であり、顧客との契約に基づい
て、製品を引き渡す義務を負っております。当該履行義務は、製品を引き渡す一時点において、顧客が当該製
品に対する支配を獲得して充足されると判断しております。
　なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、製品の国内の販
売において、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷
時に収益を認識しております。
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当事業年度
契約負債(期首残高)
前受金 6,497千円

契約負債(期末残高)
前受金 15,806

⑴ １株当たり純資産額 2,161円63銭
⑵ １株当たり当期純利益 285円64銭

⑶　顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当事業年度末
において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

①契約負債の残高

　契約負債は、空調システム機器の販売に係る顧客からの前受金に関連するものであります。契約負債は、収
益の認識に伴い取り崩されます。
　当事業年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は6,497千円でありま
す。

②残存履行義務に配分した取引価格
　当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略しており
ます。

8. １株当たり情報に関する注記

9. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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